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１ 下請負人にかかる社会保険等の加入確認について 
 受注者は、下請契約締結後すみやかに、建設業許可業者である下請負人について社会保険等の 
加入状況を確認の上、施工体制台帳とともに「建設業許可業者である下請負人にかかる社会保険等 
の加入の事実を確認した書類」（以下「加入確認書類」という。）を証拠書類として大阪府に提出する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

社会保険等未加入対策の運用手続きのポイントについて 

加入確認書類の例 （各書類の写し又は画面印刷したもの。ただし、従業員の個人情報に相当する記載については「黒塗り」としてください。） 

 〔健康保険・厚生年金保険〕 

  ・「領収証書」  ・「社会保険料納入証明（申請）書」  ・「資格取得確認および標準報酬決定通知書」 
  ・日本年金機構の「厚生年金保険・健康保険 適用事業所検索システム」の検索結果画面 
 〔雇用保険〕 
  ・「領収済通知書」  ・「労働保険概算・確定保険料申告書」及び「雇用保険被保険者資格取得等通知書（事業主通知用）」 

  ・厚生労働省の「労働保険適用事業場検索」の検索結果画面 
 ※下請負人について社会保険等の加入義務がない場合は以下の書類を提出してください。 

  ・一般財団法人建設業情報管理センターの「経営規模等評価結果通知書／総合評定値通知書」の検索結果画面 

・平成30年4月1日以降に公告等を行う全ての建設工事から、契約書において、社会保険等に 

 未加入の建設業許可業者を下請負人とすることを禁止。 

・全工事、全次数の下請負人が対象。 

・施工体制台帳に記載された「建設業許可業者である下請負人」の加入状況は受注者が確認。 

・猶予期間内に、加入した事実が確認できる書類の提出がない場合は、平成30年10月1日 

 以降に公告等を行う全ての建設工事から、入札参加停止措置等を実施。 

平成30年2月2日追記 
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３ 指定の期間の延長について 
 二次以下の下請負人については、受注者から申し出があり、未加入である建設業許可業者に対し
て加入指導を行っており、受注者が加入確認書類を２の指定の期間までに提出することができない
相当の理由があると発注者が認めたときは、さらに30日、指定の期間を延長することができる。 
 
 
 
 

２ 受注者による社会保険等に未加入である建設業許可業者に対する加入指導等について 
 未加入である下請負人が判明した場合、大阪府から受注者に対し、当該下請負人への加入指導を 
求める通知文を発出する。 
 受注者は、自ら又は直接の契約関係にある下請負人を通じて、未加入者に対して適切に加入する 
よう指導を行い、指定の期間（通知文の発出日の翌日から起算して30日間）以内に当該下請負人に係る 
加入確認書類を大阪府へ提出する。 

【「相当の理由があると発注者が認めたとき」とは】 
  加入指導を行った日時や内容を記録した「工事打合せ簿」又は、加入指導を行った際に未加入者へ交付した書面などにより、受注者 
 が未加入者に対し適切に加入指導を行っていることが確認できる場合など。 

４ 入札参加停止措置等について 
 平成30年10月1日以降に公告等を行う全ての建設工事については、社会保険等に未加入の建設

業許可業者である下請負人について、指定の期間内に受注者から大阪府に対し加入確認書類の提出

がない場合には、入札参加停止措置等を実施する。 

 

 

 

 

【入札参加停止措置】 
  ・契約不履行等 「社会保険等未加入」  下請負人１者あたり２月 

【工事成績評定の減点】 
  ・当該契約に関して入札参加停止期間が２月以上３月未満  －８点 
  ・当該契約に関して入札参加停止期間が３月以上        －10点 



平成３０年度以降、建設工事における 
社会保険等未加入対策を強化します！ 

建設工事の入札参加資格登録をされている皆様へ 

                              平成２９年１１月８日                                                                

                                大  阪  府  

 

建設工事における社会保険等未加入対策の取組強化について 

 

 大阪府では、法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境を構築
するとともに、建設産業の持続的な発展に必要な人材確保等の観点から、本府が発注
する建設工事において、受注者を社会保険等※加入者に限定するとともに、下請負人
が未加入であった場合は保険担当機関へ通報する取組みを進めてきました。 

 この度、社会保険等への加入をより一層促進するため、下記のとおり取組強化を実
施することとしましたので、お知らせします。 

 なお、手続き等の具体的な内容は、詳細が決定次第、改めてお知らせします。 
 ※「社会保険等」とは、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険をいいます。（以下同じ。） 

契約局ホームページ掲載文 
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参 考 



１ 平成３０年４月からの取組み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ・受注者には、「社会保険等に加入している者を下請負人とする」旨の誓約書の提出を 
  求めます。 
 ・受注者には、「施工体制台帳」に加え、下請負人が社会保険等に加入していることを 
  確認した書類の提出を求めます。 

 ・建設業許可業者である下請負人が社会保険等の適用除外でないにもかかわらず未加入 
  であると判明した場合は、受注者に対し、当該下請負人への加入指導を求める文書を 
  発出します。 
 ・未加入である下請負人にかかる保険担当機関への通報は、引き続き実施します。 

 
 
 
 
 平成３０年４月１日以降に公告等を行う全ての建設工事について、社会保険等に未加入
である建設業許可業者を下請負人（二次以下の下請負人を含む。）とすることを受注者に
禁止します。 
 併せて、契約書に、受注者が請負代金内訳書を提出する旨を新たに規定し、受注者から
下請負人に対して、社会保険等の加入に必要な法定福利費が適切に支払われるよう、請負
代金内訳書に法定福利費を明示することを求めます。 
 ※「建設業許可業者」とは、建設業法第２条第３項に規定する建設業者をいいます。（以下同じ。） 

 契約書において、社会保険等に未加入である建設業許可業者※を
下請負人とすることを禁止 
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２ 平成３０年１０月からの取組み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ・社会保険等未加入の下請負人が判明した場合は、受注者に対し文書により、当該下請 
  負人に対する加入指導及び加入したことが確認できる書類の提出を求め、指定期間内 
  （３０日間。二次下請以下の下請負人であって、相当の理由があると認められたとき 
  は、６０日間。）に加入確認ができなかった場合は、受注者に入札参加停止措置及び 
  工事成績評定の減点を実施します。 

 
 
 
 平成３０年１０月１日以降に公告等を行う全ての建設工事について、下請負人である建
設業許可業者の社会保険等への加入が確認できない場合、受注者に対し入札参加停止措置
及び工事成績評定の減点を実施します。 

 違反した場合は受注者に対し入札参加停止措置等を実施 


